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5  まとめ 

 

熊本地震における下水道管路施設被災の特徴と対策をまとめると、下記の通りである。 

 

 埋め戻し部の液状化対策 

平成 15 年以前に布設された管路は、具体的な液状化対策工法が示されていない

ことから「未耐震化」であると考えられ、平成 16 年以降に布設した管路より被災率

は高くなる傾向にある。このため、未耐震化管路は、次の地震に備えた耐震化を進

める必要がある。 

一方、平成 16 年以降に布設された「耐震化済み」と考えられる管路の一部で被

災が確認されている。砕石による埋め戻しを採用した路線では、路盤下まで砕石で

埋め戻しを実施した箇所での被災はほぼないが、管周りのみを砕石で埋め戻した箇

所での被災事例が多くあった。液状化の抑制効果を得るには、耐震指針に示される

通り、地下水以浅まで砕石で埋め戻す必要があることから、今後の復旧工事等にお

いては、耐震指針に準拠した施工が求められる。 

また、液状化対策として山砂埋め戻し（締め固め度 90 ％程度以上）を採用した

路線では、仕様書上に液状化を抑制するために必要となる基準値の締固め度 90％の

明示がなく、施工後の締固め度の試験の実施有無が確認できなかったことから適切

な転圧が実施されたかの判断ができなかった。転圧不足の可能性もあり、耐震効果

を確実に得るためにも適切な発注者からの締固め管理値の指示及び試験による確認

が極めて重要と考えられた。 

 推進工法区間での被災 

推進工法区間での被災が多く確認された。多くは、管口付近のクラック等で、地

震時のマンホールと管きょの応答の違い、地震時における埋戻し土と周辺地山の応

答の違いが原因と推定。可とう継ぎ手の採用、マンホール部（立坑の埋め戻し部）

の液状化対策についても十分な対策が必要と考えられた。 

 地形分類と被災の関係 

治水地形分類と被災位置は一致性が高く、後背湿地、自然堤防、旧河道、盛土地

に被災箇所が集中していた。被害の起きやすい条件として被害想定時に配慮するな

ど、耐震化計画や BCP 作成の参考とすることが望ましい。 
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